様式第２号（その２）（第５条関係）


事業収入（売上）減少比較表

	前年同月比較を行うことができない、令和３年１月１日から令和３年４月８日（愛媛県感染対策期移行日）までの間に創業した中小企業者等（個人事業主を含む）



（１）令和３年１月～５月のいずれかの月の事業収入（売上）
（　　 　月分 ）　　　　　　　　円・・・①

（２）金融機関融資審査時の事業計画等で想定していた令和３年１月から５月のうちの同月の事業収入（売上）
　　　　　　　　　　　　　　　　円・・・②

（３）添付書類
①事業計画書等の写し
（ア）金融機関から融資を受けた者 
金融機関から融資を受ける際に提出した事業計画書等の写し。 
※事業概要及び月ごとの売上予定額が確認できるもの。 
（イ）金融機関の融資を受けずに創業した者 
支援機関で創業に関する助言を受け作成した事業計画書等の写し。 
※事業概要及び月ごとの売上予定額が確認できるもの。 
②（ア）に該当する者は、金融機関からの融資実行が確認できる契約書等の写し 

（計算式）事業収入（売上）減少率［（②－①）÷②×100＝　　％（≧30％）］

　［（　　　　　円②　－　　　　　円①）÷　　　　　円②×100］＝　　　％（≧30％）


上記内容に相違ありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
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